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 本書は、平成１８年２月に元東京都参与と東京都専門委員から

提言を受けたもので、東京都における、今後の公会計改革に資す

ることを目的として、この度発行するものである。 

 

＊ 文中各表等においては、原則として表示単位未満を四捨五入し端数

調整をしていないため、合計欄と一致しない場合がある。 



  

は じ め に 

 「負の遺産がいくらあるか知りたい」と、平成 11年 6月、石原慎太郎東京都知事は、

就任早々、基本的な質問を発した。これが、東京都の経営改革・会計制度改革の出発点

である。 

 自治体の会計は長年にわたって、現金主義に立脚した確定予算の執行を単式簿記で記

帳するという方式が続いて来ている。だから議会で予算が確定したら、その執行は現金

支出の記帳に注意が注がれる。現金収入は、住民からの税金徴収、中央政府からの補助

金及び公債という借金に依存する。負債の残高は必ずしも一ヶ所に集中して管理されな

い。その負債残高の変動に対する責任の在り処が明確に示されていない。現金の調達・

運用が主要な会計業務となって、自治体の経営業務について、誰が責任を負うのかが必

ずしも明確ではない。 

 そこで、東京都における責任会計を具現化するために、知事の依頼を受けた我々「機

能するバランスシート・検討チーム」は、財務局及び所管局の協力を得て、都庁の組織

各階層における経営責任会計に立脚したものとして「機能するバランスシート」を作成

した。これは、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「キャッシュ・フロー計算書」の

三体系と会計方針及び注記事項の開示がセットになった責任会計の表示様式である。こ

の様式の活用によって、現行の自治体会計制度に内在する以下の 4つの欠如を是正する

ことができる。①単式簿記による「ストック情報」の欠如、②現金主義による「コスト

情報」の欠如、③住民への決算要領の公表について一定のルールが無いことによる「説

明責任（アカウンタビリティ）」の欠如、④予算（Plan）、執行（Do）が重視され、検

証・評価（Check）、見直し（Action）が十分に実施されていないという「マネジメン

ト」の欠如。 

 さらに我々は、平成 11 年から 6年間にわたり、5つの事業別「機能するバランスシ

ート」を作成し、これが都政改革を進めるのに有効なツールとなることを証明した。そ

して、この過程で、全庁的・組織的に財務情報を用いた経営改革・会計制度改革を遂行

するには、日常の会計処理から本格的に複式簿記・発生主義を導入することが不可欠で

あるという結論に至った。 

 これを受けた東京都では、平成 18年度からの日本初の公会計制度の導入に向け準備

を進めている。そこで、我々は、複式簿記・発生主義会計の導入を前向きに進めるため

に、論点整理及び諸外国の事例の検討を行い、ここに「自治体会計の新しい経営報告書

＜論点整理＞」をまとめた。 

 これが、東京都における会計制度改革の理論的根拠となるだけでなく、今後の自治体

会計改革の方向性を考える上での材料として有効に活用され、そして東京都の経営改

革・会計制度改革の新たなる飛躍的出発点となることを、確信している。 

 
          元 東 京 都 参 与 

          中 地  宏 
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